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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
不飽和結合を有する活性エネルギー線硬化性化合物、光重合開始剤、水性アクリル樹脂及
びメラミン樹脂を含有することを特徴とする水性クリヤー塗料組成物であって、
　該不飽和結合を有する活性エネルギー線硬化性化合物が、ポリオールの（メタ）アクリ
ル酸エステルであり、
　該水性アクリル樹脂は、数平均分子量が１０００～１００００であり、樹脂の水酸基価
が３０～１５０ｍｇＫＯＨ／ｇであり、樹脂の酸価が１０～１００ｍｇＫＯＨ／ｇである
、
水性クリヤー塗料組成物。
【請求項２】
請求項１記載の水性クリヤー塗料組成物を被塗装物に対して塗布する工程（工程１）、
工程１によって得られた未硬化塗膜に対して、略垂直面から活性エネルギー線を照射する
工程（工程２）、及び、
工程２を行った後の被塗物を加熱することによって硬化させる工程（工程３）
からなることを特徴とするクリヤー塗膜形成方法。
【請求項３】
工程２を行った後の塗膜の粘度は、２０００～５０００００ｍＰａ・ｓである請求項２記
載のクリヤー塗膜形成方法。
【請求項４】



(2) JP 4837312 B2 2011.12.14

10

20

30

40

50

工程１の前に、硬化させた電着塗膜層上に中塗り塗料を塗布し、これを加熱硬化させて複
層塗膜を形成する工程（Ａ－１）、及び、前記複層塗膜上にベース塗料を塗布する工程（
Ａ－２）を更に含む請求項２又は３記載のクリヤー塗膜形成方法。
【請求項５】
工程１の前に、未硬化電着塗膜上に中塗り塗料を塗布し、これらを加熱硬化させて複層塗
膜を形成する工程（Ｂ－１）、及び、前記複層塗膜上にベース塗料を塗布する工程（Ｂ－
２）を更に含む請求項２又は３記載のクリヤー塗膜形成方法。
【請求項６】
工程３の後、更にダブルクリヤー塗料を塗布する工程（Ｃ）を含む請求項２、３、４又は
５記載のクリヤー塗膜形成方法。
【請求項７】
請求項２、３、４、５又は６記載の方法により塗装された、自動車車体又は自動車組み付
け部品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、水性クリヤー塗料組成物及びクリヤー塗膜形成方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
自動車の車体等の塗装においては、ベース塗膜及びクリヤー塗膜からなる上塗り塗膜を形
成することが広く行われている。特にクリヤー塗膜は、自動車車体等の塗膜における最外
層を構成するものであることから、高外観、耐水性、耐候性等の諸物性が求められており
、このような物性を有するクリヤー塗料組成物として種々のものが使用されている。
【０００３】
一方、自動車用塗料の分野では環境への配慮等の観点から、有機溶剤の使用量を低減する
ための試みが行われており、このような目的を達成するため、塗料の水性化が検討されて
おり、中塗り塗料やベース塗料においてはすでに実用化されている。しかし、水性クリヤ
ー塗料においては、上述したような要求物性のすべてを満たすことは困難であることから
、水性化が遅れていた。
【０００４】
特に水性クリヤー塗料においては、タレ性を充分に制御することが望まれる。タレが生じ
た場合には、塗膜表面の凹凸を生じることとなってしまい、平滑性が悪化することによっ
て外観不良を生じるため、タレを生じないようにすることは非常に重要な問題である。特
に、自動車の車体は、複雑な形状を有するものであるため、平滑性の制御は極めて困難で
あった。このような問題は、溶剤系クリヤー塗料においても生じるものであるが、溶剤系
塗料においては、溶剤が揮発することによる粘度の上昇が生じるため、このような問題に
よる外観の悪化は比較的軽微である。しかし、水性クリヤー塗料では、水の揮発が遅いた
め、このような問題はより重要なものとなる。
【０００５】
例えば、被塗装物の水平に近い面は、平滑性を得るためには過剰に粘度が高い塗料を塗装
することは好ましいものではない。低粘度の塗料によって塗膜を形成すると、自然に平滑
な表面が形成されるのに対して、高粘度の塗料であると塗膜を形成した塗料が流動しない
ために表面が平滑化しにくくなる。
【０００６】
これに対して、垂直に近い面は、粘度が低いものであると容易に流れ落ちてしまうために
、塗膜にはある程度の粘性が必要とされる。しかし、水平に近い面と垂直に近い面とで使
用する塗料の種類を変えることは実用的ではないため、同一の塗料組成物を使用して、上
述したような水平面と垂直面との平滑性を両立することが要求されている。
【０００７】
特許文献１には、中塗り塗料においてタレを制御するため、活性エネルギー線硬化性化合
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物を含有するメラミン硬化系の塗料組成物を被塗装物へ塗布した後に、活性エネルギー線
照射を行って予備硬化した後に、加熱して塗膜を完全硬化せしめる塗膜形成方法が記載さ
れている。
特許文献２には、光硬化性組成物、熱硬化性樹脂組成物、光重合開始剤、光酸発生剤を含
有する塗料組成物において、塗装後、光照射して塗膜を増粘した後、加熱、硬化させる熱
硬化塗膜形成方法が記載されている。しかし、これらは、有機溶剤を含む塗料の硬化によ
る塗膜形成方法であり、タレによる外観悪化の問題が顕著であるような水性クリヤー塗料
の塗装方法は記載されていない。また、光酸発生剤を使用する場合、塗膜の耐水性、耐候
性といった性質が悪化するおそれがあり、より高い耐水性、耐候性を有する塗膜を形成す
ることが求められていた。
【０００８】
【特許文献１】特開平１１－３００２７２号公報
【特許文献２】特開２００３－２４５６０６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
本発明は、上記に鑑み、タレ性を好適に制御することができて、良好な外観を有する塗膜
を形成することができ、かつ環境に配慮した水性クリヤー塗料組成物及びクリヤー塗膜形
成方法を提供することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
本発明は、不飽和結合を有する活性エネルギー線硬化性化合物、光重合開始剤、水性アク
リル樹脂及びメラミン樹脂を含有することを特徴とする水性クリヤー塗料組成物である。
上記不飽和結合を有する活性エネルギー線硬化性化合物は、（メタ）アクリレート基を有
する化合物であることが好ましい。
【００１１】
本発明はまた、上述の水性クリヤー塗料組成物を被塗装物に対して塗布する工程（工程１
）、工程１によって得られた未硬化塗膜に対して、略垂直面から活性エネルギー線を照射
する工程（工程２）、及び、工程２を行った後の被塗物を加熱することによって硬化させ
る工程（工程３）からなることを特徴とするクリヤー塗膜形成方法でもある。
上記工程２を行った後の塗膜の粘度は、２０００～５０００００ｍＰａ・ｓであることが
好ましい。
【００１２】
本発明のクリヤー塗膜形成方法において、上記工程１の前に、硬化させた電着塗膜層上に
中塗り塗料を塗布し、これを加熱硬化させて複層塗膜を形成する工程（Ａ－１）、及び、
上記複層塗膜上にベース塗料を塗布する工程（Ａ－２）を更に含むものであることが好ま
しい。
本発明のクリヤー塗膜形成方法において、上記工程１の前に、未硬化電着塗膜上に中塗り
塗料を塗布し、これらを加熱硬化させて複層塗膜を形成する工程（Ｂ－１）、及び、上記
複層塗膜上にベース塗料を塗布する工程（Ｂ－２）を更に含むものであることが好ましい
。
本発明のクリヤー塗膜形成方法において、上記工程３の後、更にダブルクリヤー塗料を塗
布する工程（Ｃ）を含むものであることが好ましい。
本発明はまた、被塗装物は、自動車車体又は自動車組み付け部品であり、上述のクリヤー
塗膜形成方法により塗装される塗装物である。
以下に、本発明を詳細に説明する。
【００１３】
本発明の水性クリヤー塗料組成物及びクリヤー塗膜形成方法においては、不飽和結合を有
する活性エネルギー線硬化性化合物及び光重合開始剤を水溶性の熱硬化性樹脂成分と併用
して使用することを特徴とするものである。上記不飽和結合を有する活性エネルギー線硬
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化性化合物及び光重合開始剤を含有する塗料組成物を被塗装物に対して塗装後、活性エネ
ルギー線照射を行うと、活性エネルギー線照射により、上記不飽和結合を有する活性エネ
ルギー線硬化性化合物の重合反応が生じ、塗膜の粘度上昇が生じる。塗膜の粘度上昇が発
生すると、タレが生じにくくなり、クリヤー塗膜の外観を制御することができるものであ
る。
【００１４】
このような塗料組成物を使用して上記方法を適用することによって、水性クリヤー塗料組
成物であっても優れたタレ性抑制効果が得られるものであり、クリヤー塗料組成物の環境
への負荷を小さくすることができる。
【００１５】
本発明は、不飽和結合を有する活性エネルギー線硬化性化合物、光重合開始剤、水性アク
リル樹脂及びメラミン樹脂を含有することを特徴とする水性クリヤー塗料組成物である。
上記不飽和結合を有する活性エネルギー線硬化性化合物は、１分子当たり２個以上のα，
β－不飽和カルボニル基を有する化合物であることが好ましい。上記α，β－不飽和カル
ボニル基は、カルボニル基に対するα炭素及びβ炭素の間に二重結合がある官能基であり
、例えば、メタクリレート基、アクリレート基、マレエート基、フマレート基等を挙げる
ことができる。上記α，β－不飽和カルボニル基を１個しか有さない場合は、充分な活性
エネルギー線硬化性を示さない点で好ましくない。上記α，β－不飽和カルボニル基は、
一分子当たり１０個以下であることが好ましく、６個以下であることがもっとも好ましい
。
【００１６】
上記不飽和結合を有する活性エネルギー線硬化性化合物としては特に限定されず、例えば
、ポリオールの（メタ）アクリル酸エステル、フマル酸やマレイン酸等のα，β－不飽和
ジカルボン酸を酸成分として含む不飽和ポリエステル重合体、エポキシ重合体（メタ）ア
クリル酸エステル、（メタ）アクリロイル基含有ウレタン化合物、α，β－不飽和カルボ
ニル基含有アクリル重合体、（メタ）アクリロイル基含有ポリエーテル重合体及び（メタ
）アクリロイル基含有シリコーンオリゴマー等を挙げることができる。　
【００１７】
上記ポリオールの（メタ）アクリル酸エステルは、２以上の水酸基を有するポリオールと
アクリル酸とのエステルである。上記２以上の水酸基を有する化合物は、低分子量化合物
であっても重合体であってもよい。上記ポリオールの（メタ）アクリル酸エステルとして
は特に限定されず、例えば、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチル
グリコールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート
、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（
メタ）アクリレート、１，４－シクロヘキシルジメタノールジ（メタ）アクリレート、４
，４’－イソプロピリデンジシクロヘキサノールジ（メタ）アクリレート、ビス（ヒドロ
キシメチル）トリシクロ〔５，２，１，０〕デカンジ（メタ）アクリレート、１，３，５
－トリス（２－ヒドロキシエチル）シアヌル酸トリ（メタ）アクリレート等の低分子量ポ
リオールの（メタ）アクリル酸エステル；水酸基を有するアクリル重合体の（メタ）アク
リル酸エステル、ポリエステルポリオールの（メタ）アクリル酸エステル、ポリエーテル
ポリオールの（メタ）アクリル酸エステル、エポキシポリオールの（メタ）アクリル酸エ
ステル、ポリウレタンポリオールの（メタ）アクリル酸エステル及びシリコーンポリオー
ルのポリ（メタ）アクリル酸エステル等の水酸基含有重合体の（メタ）アクリル酸エステ
ルを挙げることができる。本明細書において、（メタ）アクリレートとは、アクリレート
及びメタアクリレートを指す。
【００１８】
上記不飽和ポリエステル重合体としては特に限定されず、例えば、無水マレイン酸、フマ
ル酸等のα，β－不飽和ジカルボン酸及び必要に応じて使用するその他の多価カルボン酸
からなる酸成分と、水酸基を２以上有するポリオールとの重縮合により得られる重合体等
を挙げることができる。
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【００１９】
上記不飽和ポリエステル重合体に使用するポリオールとしては特に限定されず、例えば、
エチレングリコール、ジエチレングリコール、プロピレングリコール、テトラメチレング
リコール、１，６－ヘキサンジオール、ネオペンチルグリコール、トリメチロールプロパ
ン、グリセリン、ペンタエリスリトール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、４，４
’－イソプロピリデンジシクロヘキサノール、ビス（ヒドロキシメチル）トリシクロ〔５
，２，１，０〕デカン、１，３，５－トリス（２－ヒドロキシエチル）シアヌル酸、イソ
プロピリデンビス（３，４－シクロヘキサンジオール）並びにこれらのエチレンオキサイ
ド、プロピレンオキサイド及び／又はカプロラクトン等の付加物等を挙げることができる
。
【００２０】
上記不飽和ポリエステル重合体に使用することができるその他の多価カルボン酸としては
特に限定されず、例えば、フタル酸、テトラヒドロフタル酸、ヘキサヒドロフタル酸、メ
チルテトラヒドロフタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、マレイン酸、フマル酸、イタ
コン酸、アジピン酸、アゼライン酸、セバシン酸、コハク酸、ドデセニルコハク酸、シク
ロヘキサン－１，４－ジカルボン酸等を挙げることができる。
【００２１】
上記エポキシ重合体（メタ）アクリル酸エステルとしては、例えば、ビスフェノール型、
ノボラック型等のエポキシ重合体と（メタ）アクリル酸との開環付加反応によって得られ
る重合体等を挙げることができる。
【００２２】
上記（メタ）アクロイル基含有ウレタン化合物としては、例えば、イソホロンジイソシア
ネート、トリレンジイソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート、ヘキサメチレ
ンジイソシアネート等のポリイソシアネート化合物又はそのウレタンプレポリマーと２－
ヒドロキシエチル（メタ）アクリレートとの付加反応によって得られる化合物等を挙げる
ことができる。
【００２３】
上記α，β－不飽和カルボニル基含有アクリル重合体としては、例えば、（メタ）アクリ
ル酸グリシジルを共重合したアクリル重合体に（メタ）アクリル酸を反応させることによ
って得られる（メタ）アクリレート基を側鎖に有するアクリル重合体；カルボキシル基含
有アクリル重合体にグリシジル（メタ）アクリレート等エポキシ基含有アクリル系単量体
を反応させることによって得られる（メタ）アクリレート基を側鎖に有するアクリル重合
体等を挙げることができる。
【００２４】
上記（メタ）アクリロイル基含有ポリエーテル重合体としては、例えば、末端に水酸基を
有するポリエーテルに、２－（メタ）アクリロイルオキシエチルイソシアネートを反応さ
せて得られる化合物等を挙げることができる。
【００２５】
上記（メタ）アクリロイル基含有シリコーンオリゴマーとしては、例えば、両末端に３－
（メタ）アクリロイルオキシプロピル基を有するポリオルガノシロキサン等を挙げること
ができる。
【００２６】
なお、上記不飽和結合を有する活性エネルギー線硬化性化合物は、α，β－不飽和カルボ
ニル基の他に、水酸基等を複数個有するものであってもよい。上記不飽和結合を有する活
性エネルギー線硬化性化合物は単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００２７】
本発明の塗料組成物に含まれる不飽和結合を有する活性エネルギー線硬化性化合物として
は、高反応性、耐候性、相溶性に優れることや高光沢であることから、ポリオールの（メ
タ）アクリル酸エステルであることが好ましい。
【００２８】
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本発明の塗料組成物に含まれる不飽和結合を有する活性エネルギー線硬化性化合物の数平
均分子量（Ｍｎ）は、下限２００、上限５０００の範囲内であることが好ましい。上記数
平均分子量（Ｍｎ）が２００未満である場合、加熱硬化時の揮散、塗膜の硬度の低下、塗
料の硬化性の低下によって塗膜の耐溶剤性、耐水性や耐候性が低下する場合がある。上記
数平均分子量（Ｍｎ）が５０００を超える場合、不飽和結合を有する活性エネルギー線硬
化性化合物自体の粘度が高くなり、塗布する際の希釈された塗料中の溶液の含有量が多量
になる場合がある。上記下限は、２５０であることがより好ましい。上記上限は、３００
０であることがより好ましい。なお、本明細書において、数平均分子量（Ｍｎ）は、ＧＰ
Ｃ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）で測定したポリスチレン換算の数平均分
子量である。
【００２９】
上記不飽和結合を有する活性エネルギー線硬化性化合物の二重結合当量は、下限５０、上
限１５００の範囲内であることが好ましい。上記二重結合当量が５０未満である場合、得
られる塗膜中に未反応の（メタ）アクリレート基が残存し、塗膜の耐候性が低下したり、
得られる塗膜が硬く脆くなったりする場合がある。また、１５００を超えると、得られる
塗膜の架橋密度が小さくなり、塗膜物性や性能が低下する場合がある。なお、本明細書に
おける二重結合当量は、二重結合１個当たりの分子量を意味するものである。上記下限は
、７０であることがより好ましく、上記上限は、１０００であることがより好ましい。
【００３０】
上記不飽和結合を有する活性エネルギー線硬化性化合物の市販品としては、Ａ－ＴＭＭ－
３Ｌ（商品名、新中村化学社製）、Ｍ－４００（商品名、東亜合成社製）、ＴＭＰＴＡ（
商品名、東亜合成社製）、Ｄ－３３０（商品名、日本化薬社製）等を挙げることができる
。
【００３１】
上記不飽和結合を有する活性エネルギー線硬化性化合物の含有量は、水性アクリル樹脂及
びメラミン樹脂の合計の樹脂固形分１００質量％中、下限１質量％、上限３５質量％であ
ることが好ましい。１質量％未満であると、効果が現れないおそれがある。３５質量％を
超えると、塗膜物性への影響が出てしまうおそれがある。上記含有量は、下限５質量％で
あることがより好ましく、上限３０質量％であることがより好ましい。
【００３２】
本発明の水性クリヤー塗料組成物は、更に光重合開始剤を有してなるものである。
上記光重合開始剤としては、公知のものを用いることができ、具体的には、ベンゾイン、
ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインプロピルエーテルの
ようなベンゾイン及びベンゾインアルキルエーテル類；アセトフェノン、２，２－ジメト
キシ－２－フェニルアセトフェノン、２，２－ジエトキシ－２－フェニルアセトフェノン
、１，１－ジクロロアセトフェノンのようなアセトフェノン類；２－メチル１－［４－（
メチルチオ）フェニル］－２－モルホリノプロパノン－１，２－ベンジル－２－ジメチル
アミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタノン－１、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノア
セトフェノンのようなアミノアセトフェノン類；２－メチルアントラキノン、２－エチル
アントラキノン、２－ターシャリ－ブチルアントラキノン、１－クロロアントラキノンの
ようなアントラキノン類；２，４－ジメチルチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサ
ントン、２－クロロチオキサントン、２，４－ジイソプロピルチオキサントンのようなチ
オキサントン類；アセトフェノンジメチルケタール、ベンジルジメチルケタールのような
ケタール類；ベンゾフェノン、４，４'－ビスジエチルアミノベンゾフェノンのようなベ
ンゾフェノン類又はキサントン類；２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフ
ィンオキサイド等を挙げることができる。これらは、２種以上であってもよく、更にトリ
エタノールアミン等の３級アミン、ジメチルアミノ安息香酸エチル等の光重合開始助剤を
併用することができる。
上記光重合開始剤の市販品としては、ダロキュアー１１７３、Ｉｒｇａｃｕｒｅ１８４、
Ｉｒｇａｃｕｒｅ５００、Ｉｒｇａｃｕｒｅ２９５９（商品名、いずれも、チバスペシャ
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リティケミカルズ社製）等を挙げることができる。
【００３３】
上記光重合開始剤の配合量としては特に限定されず、熱硬化と光硬化の反応割合に応じて
適宜設定される。また、要求される耐候性等の度合いにより、更に、紫外線吸収剤成分等
の添加剤の種類や量に応じて調整することができる。本発明で用いられる硬化性バインダ
ーを含有する塗料組成物における上記光重合開始剤の一般的な配合量としては、上記不飽
和結合を有する活性エネルギー線硬化性化合物に対して、例えば、０．０１～１０質量％
である。
【００３４】
本発明の水性クリヤー塗料組成物は、更に水性アクリル樹脂を有してなるものである。ア
クリル樹脂は、耐加水分解性に優れるため、これを用いることによって、長時間の保存安
定性に優れた塗料組成物を得ることができる水性クリヤー塗料となる。
【００３５】
上記水性アクリル樹脂は、アクリル酸及び／又はメタクリル酸を主成分とした共重合体で
あり、上記水性アクリル樹脂の重合に使用する単量体としては特に限定されず、例えば、
アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、イタコン酸等のエチレン系不飽和カルボン酸単
量体；（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ｎ－
ブチル、（メタ）アクリル酸－２－エチルヘキシル等のエチレン系不飽和カルボン酸アル
キルエステル単量体；マレイン酸エチル、マレイン酸ブチル、イタコン酸エチル、イタコ
ン酸ブチル等のエチレン系不飽和ジカルボン酸のモノエステル単量体；（メタ）アクリル
酸－２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸－２－ヒドロキシプロピル、（メタ）ア
クリル酸－４－ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル酸－２－ヒドロキシエチルとε－カ
プロラクトンとの反応物等のヒドロキシル基含有エチレン系不飽和カルボン酸アルキルエ
ステル単量体；（メタ）アクリル酸アミノエチル、（メタ）アクリル酸ジメチルアミノエ
チル、（メタ）アクリル酸ブチルアミノエチル等のエチレン系不飽和カルボン酸アミノア
ルキルエステル単量体；アミノエチル（メタ）アクリルアミド、ジメチルアミノメチル（
メタ）アクリルアミド、メチルアミノプロピル（メタ）アクリルアミド等のエチレン系不
飽和カルボン酸アミノアルキルアミド単量体；アクリルアミド、メタクリルアミド、Ｎ－
メチロールアクリルアミド、メトキシブチルアクリルアミド、ジアセトンアクリルアミド
等のその他のアミド基含有エチレン系不飽和カルボン酸単量体；アクリル酸グリシジル、
メタクリル酸グリシジル等の不飽和脂肪酸グリシジルエステル単量体；（メタ）アクリロ
ニトリル、α－クロルアクリロニトリル等のシアン化ビニル系単量体；酢酸ビニル、プロ
ピオン酸ビニル等の飽和脂肪族カルボン酸ビニルエステル単量体；スチレン、α－メチル
スチレン、ビニルトルエン等のスチレン系単量体等を挙げることができる。上記単量体混
合物は、上記単量体を単独で使用するものであっても、２以上の成分を併用して使用する
ものであってもよい。
【００３６】
上記アクリル樹脂を得るための重合方法は特に限定されるものではなく、溶液重合、分散
重合、乳化重合等の公知の方法を使用することができる。
【００３７】
上記アクリル樹脂は、上記単量体混合物から得られるアクリル樹脂を更にグラフト化した
ものであってもよい。上記アクリル樹脂をグラフト化することにより、更に加水分解を受
けにくい構造にすることができる。また、グラフト化することで水性塗料組成物中に高濃
度で含有しても塗料の粘度が上昇しにくいので、高固形分で塗装でき、塗装効率を向上さ
せることができる。
上記グラフト化の方法としては、特に限定されず、溶液重合、乳化重合等の公知の方法を
使用することができる。
【００３８】
本発明の水性アクリル樹脂は、数平均分子量が、下限１０００、上限１００００の範囲内
であることが好ましい。
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上記アクリル樹脂の数平均分子量が１０００未満の場合、分子量が低すぎてクリヤーとし
ての耐候性、硬化性に劣り、クリヤーとしての基本的な物性を損なうおそれがある。また
、数平均分子量が８０００を超える場合は、クリヤー塗料組成物の粘度が高くなりすぎる
ので、クリヤーの希釈率が大きくなり、塗着成分が少なくなるために塗装方法の幅が小さ
くなるおそれがある。上記下限は、１５００であることがより好ましく、２０００である
ことが更に好ましい。上記上限は、７５００であることがより好ましく、６０００である
ことが更に好ましい。
【００３９】
上記水性アクリル樹脂は、樹脂の水酸基価が、下限３０ｍｇＫＯＨ／ｇ、上限１５０ｍｇ
ＫＯＨ／ｇの範囲内であることがより好ましい。水酸基価が３０ｍｇＫＯＨ／ｇ未満であ
ると、架橋性が不充分になり、充分な塗膜性能を確保することができない場合がある。水
酸基価が１５０ｍｇＫＯＨ／ｇを超えると、この樹脂を用いて得られた塗料の塗膜の耐水
性及び耐候性が低下する場合がある。上記下限は、４０ｍｇＫＯＨ／ｇであることがより
好ましく、５０ｍｇＫＯＨ／ｇであることが更に好ましい。上記上限は、１３０ｍｇＫＯ
Ｈ／ｇであることがより好ましく、１００ｍｇＫＯＨ／ｇであることが更に好ましい。
【００４０】
上記水性アクリル樹脂は、樹脂の酸価が、下限１０ｍｇＫＯＨ／ｇ、上限１００ｍｇＫＯ
Ｈ／ｇの範囲内であることが好ましい。酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ未満であると、水溶性
が低下して安定性が損なわれるおそれがある。酸価が１００ｍｇＫＯＨ／ｇを超えると、
樹脂の親水性が高くなりすぎて、塗膜の耐水性及び耐候性が低下するおそれがある。上記
下限は、２０ｍｇＫＯＨ／ｇであることがより好ましく、３０ｍｇＫＯＨ／ｇであること
が更に好ましい。上記上限は、８０ｍｇＫＯＨ／ｇであることがより好ましく、６０ｍｇ
ＫＯＨ／ｇであることが更に好ましい。
【００４１】
上記水性アクリル樹脂は、水性クリヤー塗料組成物中に含まれる樹脂固形分全量に対して
、下限５０質量％、上限９５質量％の割合で含まれることが好ましい。５０質量％未満で
あると、得られた塗膜の耐水性、耐候性及び外観を確保することが困難になるおそれがあ
る。９５質量％を超えると、架橋性不充分で充分な塗膜性能を確保できないおそれがある
。上記下限は、６５質量％であることがより好ましく。上記上限は、９０質量％であるこ
とがより好ましい。
【００４２】
本発明の水性クリヤー塗料組成物は、更に上記メラミン樹脂を含有してなるものである。
上記メラミン樹脂としては、特に限定されず、硬化剤として通常用いられるものを使用す
ることができる。なかでも、疎水性メラミン樹脂が好ましい。得られる塗膜の外観が向上
するからである。
【００４３】
上記疎水性メラミン樹脂としては、例えば、アルキルエーテル化したアルキルエーテル化
メラミン樹脂が好ましく、メトキシ基及び／又はブトキシ基で置換されたメラミン樹脂が
より好ましい。このようなメラミン樹脂としては、メトキシ基を単独で有するものとして
、サイメル３２５、サイメル３２７、サイメル３７０、マイコート７２３；メトキシ基と
ブトキシ基との両方を有するものとして、サイメル２０２、サイメル２０４、サイメル２
３２、サイメル２３５、サイメル２３６、サイメル２３８、サイメル２５４、サイメル２
６６、サイメル２６７（いずれも商品名、三井サイテック社製）；ブトキシ基を単独で有
するものとして、マイコート５０６（商品名、三井サイテック社製）、ユーバン２０Ｎ６
０、ユーバン２０ＳＥ（いずれも商品名、三井化学社製）等を挙げることができる。これ
らは、単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。なかでも、水性アクリル樹脂と
の相溶性と反応性から得られた外観が良好である点で、サイメル３２７、マイコート７２
３が好ましい。
【００４４】
上記メラミン樹脂の添加量は、上記水性クリヤー塗料組成物の樹脂固形分１００質量％に
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対して、下限５質量％、上限５０質量％であることが好ましい。５質量％未満であると、
架橋性不充分で充分な塗膜性能が得られないおそれがある。５０質量％を超えると、得ら
れた塗膜の外観、耐水性、耐候性を確保できないおそれがある。上記下限は、１０質量％
であることがより好ましく、上記上限は、３５質量％であることがより好ましい。
【００４５】
上記水性クリヤー塗料組成物中には、上記重合体の他、紫外線吸収剤、ヒンダードアミン
光安定剤、酸化防止剤、架橋樹脂粒子、表面調整剤等を配合しても良い。上記架橋樹脂粒
子を用いる場合は、本発明の硬化性樹脂組成物の樹脂固形分に対して、下限０．０１質量
％、上限１０質量％の割合で配合することが好ましい。上記下限は、０．１質量％である
ことがより好ましく、上記上限は、５質量％であることがより好ましい。上記架橋樹脂粒
子の添加量が１０質量％を超えると得られる塗膜の外観が悪化し、０．０１質量％未満で
あるとレオロジーコントロール効果が得られない。
【００４６】
上記水性クリヤー塗料組成物の製造方法は、特に限定されず、上記重合体等の配合物をニ
ーダー又はロール等を用いて混練、分散する等の当業者に周知の方法を適用することがで
きる。
【００４７】
本発明の塗料組成物は、水系のものであるが、粘度の調整において、溶媒の揮発分を考慮
する必要がなく、好適にタレを制御することができ、また環境にやさしい塗料である。上
記水性塗料において使用する溶液としては特に限定されず、例えば、Ｂｙｋｅｔｏｌ－Ｓ
ｐｅｃｉａｌ、Ｂｙｋｅｔｏｌ－ＯＫ（商品名、いずれもビックケミー・ジャパン社製）
等、周知のものを挙げることができる。水性クリヤー塗料組成物は、塗装時の粘度をフォ
ードカップＮｏ．４、２０℃で２０秒～５０秒に調製することが好ましい。この範囲のも
のと限定することによって、塗装後の平滑性に優れ、かつ、タレを好適に防止することが
できるものである。
【００４８】
本発明は、上述した水性クリヤー塗料組成物を使用してなるクリヤー塗膜形成方法でもあ
る。本発明のクリヤー塗膜形成方法は、上述した水性クリヤー塗料組成物を被塗装物に対
して塗布する工程（工程１）、工程１によって得られた未硬化塗膜に対して略垂直面から
活性エネルギー線を照射する工程（工程２）、及び、工程２を行った後の被塗装物を加熱
することによって硬化させる工程（工程３）からなるものである。
【００４９】
本発明のクリヤー塗膜形成方法は、上述した水性クリヤー塗料組成物を使用して、上述し
た塗装工程によって塗装を行うことによって、略垂直面であってもタレを生じることなく
塗膜を形成することができるものである。
【００５０】
上記工程１は、上述した水性クリヤー塗料組成物を被塗装物に対して塗布する工程である
。上記工程１において、硬化性バインダーを含有する塗料組成物を塗布する方法としては
特に限定されず、例えば、ハケ塗り、ローラー塗布、エアースプレー塗布、エアーレスス
プレー塗布、浸漬塗布、流し塗り等を挙げることができる。特に、被塗装物が自動車車体
や自動車用部品である場合には、エアー静電スプレー塗装方法や回転霧化式静電塗装方法
であることが好ましい。上記硬化性バインダーを含有する塗料組成物は、塗装する方法に
応じて水により粘度を適宜調整することができる。塗布膜厚としては特に限定されず、得
られる塗装物の用途に応じて適宜設定することができる。
【００５１】
上記クリヤー塗料を塗装する方法としては、具体的には、マイクロマイクロベル、マイク
ロベルと呼ばれる回転霧化式の静電塗装機による塗装方法を挙げることができる。上記工
程１における上記クリヤー塗料の塗装膜厚は、乾燥膜厚で下限２５μｍ、上限４５μｍの
範囲内であることが好ましい。
【００５２】
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上記工程２は、上記工程１によって得られた未硬化塗膜に対して、略垂直面から活性エネ
ルギー線を照射する工程である。すなわち、特にタレが生じやすい略垂直面に対して活性
エネルギー線を照射することによって、粘度を上昇させ、タレを抑制して塗膜の平滑性を
向上させ、これによって塗膜の表面外観を良好にするものである。
【００５３】
上記工程２は、略垂直面から活性エネルギー線の照射を行うことから、特にタレを生じや
すい垂直面及び垂直に近い面のタレを抑制し、これによって塗膜表面の凹凸を抑制し、表
面外観を向上させるものである。ここで、略垂直面からの活性エネルギー線の照射とは、
水平面に対して略垂直方向から照射を行うという意味であるが、照射方向は正確に垂直で
ある必要はなく、タレを生じやすい垂直面及び垂直に近い面に対して充分な活性エネルギ
ー線を照射できる程度の角度で照射することを意味するものである。上記工程２において
は、少なくとも略垂直方向からの照射を行うものであるが、同時に水平からの照射も行う
ものであってもよい。
【００５４】
上記工程２における活性エネルギー線の照射は、紫外線照射、太陽光、可視光線、マイク
ロ波、電子線等を挙げることができるが、なかでも紫外線照射によって行うことが特に好
ましい。上記紫外線照射は、カーボンアークランプ、無電極ランプ、水銀蒸気ランプ、キ
セノンランプ、蛍光ランプ、アルゴングロー放電等を紫外線照射源として照射することに
よって行うことができる。なかでも、複雑な構造を有する被塗装物に対しても均一に照射
できることから、無電極ランプが好ましい。
【００５５】
上記工程２は、工程１の直後に行うものであっても、工程１を行った後でプレヒート工程
を行い、その後に行うものであってもよいが、工程１の直後に行うことがより好ましい。
工程２における紫外線の照射強度は、２００ｍＪ／ｃｍ２～２０００ｍＪ／ｃｍ２である
ことが好ましく、照射時間は、数秒であることが好ましい。
【００５６】
工程２を行った後、塗膜の粘度は、２０００ｍＰａ・ｓ～５０００００ｍＰａ・ｓとなる
ように、水性クリヤー塗料組成物の組成及び活性エネルギー線照射条件を調整することが
好ましい。塗膜粘度が２０００ｍＰａ・ｓ未満であると、タレを充分に抑制することがで
きないおそれがある。５０００００ｍＰａ・ｓを超えると、平滑性を失い、ゆず肌等の外
観不良になるという問題を生じるおそれがある。上記下限は、５０００ｍＰａ・ｓである
ことが好ましく、上記上限は、１０００００ｍＰａ・ｓであることが好ましい。
【００５７】
上記工程３は、工程２を行った後の被塗装物を加熱することによって硬化させる工程であ
る。上記工程３の硬化条件は、使用する塗料組成物の組成によっても相違し、当業者によ
って適宜設定することができるが、一般的には８０～２００℃、好ましくは１００～１８
０℃で、加熱時間は１０～４０分であることが好ましい。
【００５８】
本発明のクリヤー塗膜形成方法においては、上記工程３を行った後の塗膜に対して更に活
性エネルギー線を照射する工程（工程４）を有するものであってもよい。上記工程２によ
って反応しなかった不飽和結合を有する活性エネルギー線硬化性化合物が残存すると、耐
候性等の性質が悪くなるおそれがあり、上記工程４を行うことによって、そのおそれをな
くすことができる。上記工程４は、上記活性エネルギー線硬化性化合物中の炭素－炭素不
飽和二重結合をラジカル重合反応によって硬化させるものであり、具体的には、カーボン
アークランプ、無電極ランプ、水銀蒸気ランプ、キセノンランプ、蛍光ランプ、アルゴン
グロー放電等を紫外線照射源として照射するものである。なかでも、複雑な構造を有する
被塗装物に対しても均一に照射できることから、無電極ランプが好ましい。
【００５９】
本発明のクリヤー塗膜形成方法において使用する被塗装物としては、種々の基材、例えば
金属成型品、プラスチック成型品、発泡体等に用いることができるが、更に詳しくは、鉄
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、アルミニウム及びこれらの合金、アルマイト、真鍮、青銅、亜鉛メッキ鋼板、スズメッ
キ鋼板、ニッケルメッキ鋼板、クロムメッキ鋼板等の金属成型品やプラスチック成型品等
を挙げることができる。本発明のクリヤー塗膜形成方法は、特に、被塗装物が略水平面及
び略垂直面の両方を有する形状である場合に特に有効な方法である。従って、自動車車体
、自動車組み付け部品、特殊車両等の複雑な形状を有する被塗装物の塗装方法に特に好適
に使用することができる。
【００６０】
本発明のクリヤー塗膜形成方法は、上記工程１の前に、硬化させた電着塗膜層上に中塗り
塗料を塗布し、これを加熱硬化させて複層塗膜を形成する工程（Ａ－１）、及び、上記複
層塗膜上にベース塗料を塗布する工程（Ａ－２）を更に含んでいてもよい。
また、上記工程１の前に、未硬化電着塗膜上に中塗り塗料を塗布し、これらを加熱硬化さ
せて複層塗膜を形成する工程（Ｂ－１）、及び、上記複層塗膜上にベース塗料を塗布する
工程（Ｂ－２）を更に含んでいてもよい。
【００６１】
上記工程（Ａ－１）は、被塗装物上に形成された電着塗膜層上に中塗り塗料を塗布し、こ
れを加熱硬化させて複層塗膜を形成する工程である。
本発明のクリヤー塗膜形成方法は、カチオン電着塗装可能な金属成型品に対して適用する
ことが好ましい。上記被塗装物は、表面が化成処理されていることが好ましい。更に、被
塗装物は、電着塗膜が形成されていてもよい。上記電着塗料としては、カチオン型及びア
ニオン型を使用できるが、防食性の観点から、カチオン型電着塗料であることが好ましい
。
【００６２】
また、上記電着塗膜層上に中塗り塗膜が形成されていてもよい。中塗り塗膜の形成には中
塗り塗料が用いられる。上記中塗り塗料としては特に限定されず、当業者によってよく知
られている水性又は有機溶剤型のもの等を挙げることができる。上記中塗り塗料を適用す
る際、上記電着塗膜は、未硬化のものであってもよい。すなわち、未硬化電着塗膜上に中
塗り塗料を塗布し、これらを加熱硬化させて複層塗膜を形成してもよい（工程（Ｂ－１）
）。
上記中塗り塗料を加熱硬化させる方法としては、公知の方法を用いることができる。
【００６３】
上記工程（Ａ－２）及び（Ｂ－２）は、電着塗膜層及び中塗り塗膜からなる複層塗膜上に
、ベース塗料を塗布する工程である。
上記ベース塗料としては特に限定されず、例えば、塗膜形成性樹脂、硬化剤、有機系、無
機系又は光輝材等の着色顔料及び体質顔料等を含んでも良い。上記ベース塗料の形態とし
ては特に限定されず、水性又は有機溶剤型のもの等を挙げることができる。
【００６４】
上記複層塗膜が形成された被塗装物に対して、上記ベース塗料を塗装する方法としては特
に限定されず、スプレー塗装、回転霧化式塗装等を挙げることができ、外観向上の観点か
ら、これらの方法を用いた多ステージ塗装、又は、これらを組み合わせた塗装方法である
ことが好ましい。
【００６５】
本発明のクリヤー塗膜形成方法は、被塗装物に対してベース塗料を塗装してベース未硬化
塗膜を形成した後、上記ベース未硬化塗膜上に上記水性クリヤー塗料組成物を上記工程１
～３に従って塗装し、上記ベース未硬化塗膜及びクリヤー未硬化塗膜を同時に加熱して硬
化させる２コート１ベークの方法によって塗装を行うものであってもよいし、上記ベース
未硬化塗膜を加熱硬化させた後に、上記水性クリヤー塗料組成物を塗装してクリヤー未硬
化塗膜を形成し、加熱硬化させる２コート２ベークの方法によって塗装を行うものであっ
てもよい。
【００６６】
２コート１ベーク法によって塗装を行う場合、上記ベース塗料による塗装膜厚は、乾燥膜
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厚で下限１０μｍ、上限２０μｍの範囲内であることが好ましい。
【００６７】
本発明の複層塗膜形成方法において、上記ベース塗料が水性のものである場合、良好な仕
上がり塗膜を得るために、上記水性クリヤー塗料組成物を塗装する前に、ベース未硬化塗
膜を４０～１００℃で２～１０分間加熱しておくことが望ましい。
【００６８】
上記の方法によって形成されたベースの未硬化塗膜は、本発明のクリヤー塗膜形成方法に
おける上記工程１及び上記工程２より得られるクリヤーの未硬化塗膜とともに、上記工程
３において同時に加熱されて硬化し、複層塗膜を形成することができる。
【００６９】
また、上記２コート２ベークによって複層塗膜を形成する場合、上記ベースの未硬化塗膜
を加熱硬化した後に、上記工程１～３を行うことによりクリヤー塗膜を形成し、複層塗膜
とすることができる。
上記ベース未硬化塗膜を加熱硬化する場合の加熱温度は、下限１００℃、上限１８０℃の
範囲内で行うことが好ましい。また、下限１２０℃、上限１６０℃であることがより好ま
しい。加熱硬化時間は硬化温度等によって変化するが、上記加熱硬化温度で行う場合は、
１０～３０分であることが適当である。
【００７０】
本発明のクリヤー塗膜形成方法はまた、上記工程３の後、更にダブルクリヤー塗料を塗布
する工程（Ｃ）を含んでいてもよい。上記ダブルクリヤー塗料は、より高外観を得る場合
やベース塗膜中の顔料の粒径が大きい場合に、クリヤー塗膜を２層以上形成するためのも
のである。これらの形成方法としては、例えば、特開平１１－２５３８７７号公報に記載
されている方法を挙げることができる。
【発明の効果】
【００７１】
本発明の水性クリヤー塗料組成物及びクリヤー塗膜形成方法によって、タレ性を好適に制
御することができ、かつ、クリヤー塗膜において要求される外観性能等の物性を満足する
ことができるような塗膜を形成することができる。すなわち、クリヤー塗膜としての物性
を維持したままで、タレ性を改善することができ、これによって外観特性の優れたクリヤ
ー塗膜を得ることができるものである。また、本発明の塗料組成物は、水性であるため、
ＶＯＣ等の問題もなく、環境にもやさしいものである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００７２】
以下本発明について実施例を掲げて更に詳しく説明するが、本発明はこれらの実施例のみ
に限定されるものではない。また実施例中、「部」は特に断りのない限り「質量部」を意
味し、「％」は特に断りのない限り「質量％」を意味する。
【００７３】
（製造例１　アクリル樹脂の製造）
コンデンサー、溶剤回収装置、撹拌棒、温度計、窒素導入管を備えたフラスコにＤＰＭを
４０部入れ、１３０℃に昇温して保持した後、モノマーとしてアクリル酸１５部、ヒドロ
キシルエチルメタクリレート１６部、エチルクリレート３９部、スチレン５部及びＭＳＤ
－１００を５部、ＮＫエステルＭ－９０Ｇ（新中村化学工業社製）２０部、開始剤カヤエ
ステル－Ｏ（ｔ－ブチルパーオキシヘキサノエート、化薬アクゾ社製）１３部と、ＤＰＭ
（ジプロピレングリコールモノメチルエーテル）を１０部混合したものを３時間かけて滴
下した。その後１３０℃で３０分攪拌した後、カヤエステル－Ｏを０．３部とＤＰＭを５
部溶解したものを３０分かけて滴下した。その後１１０℃に温度を下げて、カージュラＥ
１０Ｐ（商品名、ジャパンエポキシレジン社製）を２０部、ＴＢＡＨ（テトラブチルアン
モニウムヒドロキシド）２．６部を添加し１１０℃で攪拌することによりグラフト化させ
た。酸価が５８．８になったところで脱溶剤を行い、溶剤を全て抜き、ＤＭＥＡ１００％
で中和した後、脱イオン水を添加した。得られたアクリル樹脂液の固形分は４４．８質量
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％、ＧＰＣによる数平均分子量は３０００であった。
【００７４】
（実施例１）
チヌビン３８４（チバガイギー社製紫外線吸収剤）２部、チヌビン２９２（チバガイギー
社製光安定剤）２部、日本ペイント社製アクリル系表面調整剤（固形分５０質量％）２部
を混合して、添加剤溶液を得た。
【００７５】
製造例１で得たアクリル樹脂１７８部、サイメル３２７（三井サイテック社製メラミン）
２２部、Ａ－ＴＭＭ－３Ｌ（新中村化学社製特殊アクリレート）１０部、ダロキュアー１
１７３（チバガイギー社製光重合開始剤）２部をディスパーにて攪拌、混合して均一にし
た後、さらに得られた上記添加剤溶液を加えて攪拌し、硬化性塗料生成物を得た。得られ
た硬化性塗料生成物をイオン交換水によって、塗料組成物の粘度をＮｏ．４フォードカッ
プ（２０℃）で４０秒になるように希釈した。
【００７６】
リン酸亜鉛処理した長さ３００ｍｍ、幅１００ｍｍ及び厚さ０．８ｍｍのダル鋼板にカチ
オン電着塗料である日本ペイント社製パワートップＰＵ－５０（商品名）を乾燥膜厚約２
５μｍになるように電着塗装し、その上に日本ペイント社製オルガＰ－２シーラー（商品
名）を乾燥膜厚約４０μｍになるようにエアースプレー塗装して１４０℃で３０分間加熱
硬化させた。この塗装試験板に黒色水性ベース塗料を乾燥膜厚１６μｍになるようにエア
ースプレー塗装して、塗装試験板を１４０℃で３０分間加熱硬化した。さらに＃１０００
のサンドペーパーで研ぎ、石油ベンジンで拭いて脱脂し、塗装試験板を得た。
【００７７】
この塗装試験板を縦向きに置いて上側７０ｍｍ部分に上記作成の塗料を乾燥膜厚約４０μ
ｍになるようにエアースプレー塗装してただちに、フュージョンＵＶシステムズジャパン
株式会社製Ｆ６００（２４０Ｗ／ｃｍ）無電極ランプで、バルブ種類Ｈバルブ、コンベア
スピード４ｍ／分、ランプ距離１０ｃｍの条件で紫外線を照射した。その後、縦向きに置
いて１４０℃で３０分間加熱硬化させ、試験板を得た。
【００７８】
（実施例２～１４）
表１の各配合に基づいて、実施例１と同様にして、所定の加熱条件で、硬化性塗料を調製
し、試験板を得た。
【００７９】
（比較例１～４）
表２の各配合に基づいて、実施例１と同様にして、所定の加熱条件で、硬化性塗料を調製
し、試験板を得た。
【００８０】
（評価方法）
上記で得られた各試験板は、以下に示す評価方法により、得られた塗料試験板の塗膜を評
価した。その結果を表１に示した。
（１）粘度測定
上記塗装試験板の代わりにブリキ板を用いた以外は同様の操作を行い、ＵＶを照射する前
のブリキ板の塗膜と照射した後のブリキ板の塗膜をそれぞれかき取り、それぞれの粘度に
ついてＥ型粘度計（東機産業株式会社製ＶＩＳＣＯＮＩＣ　ＥＭＤ粘度計）を用い温度２
５℃において粘度測定した。
（２）タレ評価
ｉ）テープタレ性
塗料試験板の下部の塗装していない３０ｍｍの部位に塗装した部分の塗料が加熱硬化後に
何ｍｍタレているかを実測した。
ｉｉ）穴タレ性
上記塗装試験板の代わりに直径１０ｍｍ、１０点穴の０．８×１００×５００ｍｍの穴タ



(14) JP 4837312 B2 2011.12.14

10

レ板を使用する以外は同様の操作を行い、傾斜塗装した穴タレ板の穴の部分の塗料が加熱
硬化後に穴の下部から何ｍｍタレているかを実測し、穴タレが５ｍｍ以内の所の膜厚を示
した。
（３）鉛筆硬度
ＪＩＳ　Ｋ５４００　８．４．２に準拠して鉛筆硬度を測定した。
（４）塗膜外観
得られた硬化塗膜の外観を目視により評価した。評価基準を以下の通りとした。
◎：シワ、ヘコミ等の発生が認められない。
〇：シワ、ヘコミ等の発生がほとんど認められない。
△：シワ、ヘコミ等の発生が少し認められる。
×：シワ、ヘコミ等の発生が多数に認められる。
【００８１】
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【表１】

【００８２】
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【表２】

【００８３】
表１及び表２より、実施例の水性クリヤー塗料組成物によって得られたクリヤー塗膜は、
タレが充分に抑制されており、外観性能が良好であった。
これに対して、比較例の水性クリヤー塗料組成物によって得られたクリヤー塗膜は、タレ
が充分に抑制されていないものであった。
【産業上の利用可能性】
【００８４】
本発明の水性クリヤー塗料組成物及びクリヤー塗膜形成方法は、自動車車体、自動車部品
、特殊車両等の塗装に適した方法であり、これによってクリヤー塗料において要求される
各種物性を維持したままで、タレの抑制を行うことができ、これによって優れた外観を有
するクリヤー塗膜を形成することができるものである。
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